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北海道産業連関表の作 り方 と使い方
古 瀬 大 六
序
北海道の第一次五ケ年計画の終了,第 二次五ケ年計画の開始の年に当 り,第
一次計画の成果が再検討 されつつあるのは,大 変結構なことです。産業計画会
議の理論的(?)批 判から,中 谷宇吉郎氏のセンセーシ 。ナルな八つ当 り論文
に到 るまで,相 つ ぐ論説の洪水は,鵜 の目鷹の目で新 しいテーマを追かけてい
るジ ャヤーナ リス トたちを大いに喜ばせるに十分で した。
これ らの一連の論争は,問 題の所在を多 くの階層の人々に知 らせるとい う役
割は果 しま したが,そ の内容においては多分に感情的 ・政治的 ・常識論的であ
つて,十 分な科学的論拠を欠いていたことは,否 定 で きない ところでありま
す。
われわれがこの問題について再び論 じよ うとするのは,こ の非科学的論争の
泥沼に足を踏み込むためではな く,こ れ らの踏みはず された論争を,真 に科学
的な論争の筋道の上に戻 そうとする,さ さやかな試みに外なりません。われわ
れは,各 方面からの資金的援助により,北海道の地域的産業連関表の作成,と
い う大事業に着手 しよ うとしてお ります。 その彪大な資料の上に立つて,北 海
道開発計画を正 し く批判 するには,ど のよ うな分析方法を使つたらよいでしよ
うか。
資料 の蒐集を能率的に行 うには,こ の調査を,何 のために,ど のようなや り
方で使 うのか,と い うことを,か な りのてい どまで予定してお くことが大切で
す。以下の小論 は,そ のよ うな資料(連 関表)を もとにして,ど のよ うな分析
が可能であるか,を,論 理 的 に考 え てみよ うとする一一つの試みに外な りませ
ん。北海道開発計画についての批判の具体的結論を示すことは,こ の小論文の
わ くの外にある問題であり,従 つて、この作業の最終報告において,こ の分析
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方 法の応用 として,行 われ るで あ りま しよ う。
1産 業連関表 とは何か
産業連関表,或 い は,投 入産出表,と は一体何 であるか,に つ いては,あ る
てい ど常識化しているとお もわれますので,く わしい説明は省 きたい と存 じま
す。
簡単にいえば,全 経済活動を多 くの企業に分けて,各 企業の売上 と原価 ・利
潤 ・賃銀等を示 した一覧表,と 考えることがで きます。農業 と工業の各マ企業
だけか ら組みたてられている最 も簡単な場合を示せば:
買い手
売 り手
農 業 工 業 家 計 〔計〕総 購 入 額
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農業の欄を縦に見てい くと,農 業が支払つた材料費 ・賃銀 と,農 家の手許に
残 された純所得(利 潤)と が記 されています。但 し,この表では,労 働者 と経
営者の所得 。消費を一括 して,「家計」の欄に記入してお りますので,利 潤はそ
の全額を企業か ら家計へ引渡す もの と見なすことにな ります。従つて,こ の縦
欄の合計は,農 業の総生産額に一致 します。
同じ農業の欄を横に見てい きますと,そ こには,す べての産業及び家計が,
農業生産物をい くら買入れたか,を 示 す数字がならべてあ ります。従つて,そ
の合計は,農 産物の総購入額であり,貿易 ・投資 ・貯蓄がない とすれば,そ れ
は,さ きほどの農業の総売上高 と完全に一致 しなければな りません。工業 と家'
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計 とについて も全 く同 じで す。 これに よ り,表 を縦 に見 てい けば,原 価 と所 得
との構成 がわか り,横 に見ていけば,製 品 の販売先 の分布 がわか る,と い う,
連 関表 の この重要 な性格を理解 する ことがで きます。
現 実の経済 は,然 しなが ら,こ の表 のよ うな簡単 な もので はない こと,い う
まで もあ りません。 まず 第一に,日 本申の数 百万 の企業について丹念に その数
字 をあげてい くことは,不 可能 です。通 産 省 の 全 国 表 に な らつ て,こ れを約
200にお さえよ うとすれば,適 当なま とめ あげ(aggregation)をし な ければな
■
りません。
原価構成の類似している もの,綿 花 と紡績のようにその全部が特定産業に吸
収 され る関係にあるもの,何 時 も同じ割合で使われるもの,分 析上あま り重要
でない もの,同 志,を 一欄にま とめるようにするのがaggregationにあtcつて
の原則です。連関表を使 う際には,或 る欄の生産高が二倍になると,原価 ・利
潤 ・賃銀の額 もまた二倍になる,と い う仮定をお くことになりますので,こ の
関係を乱すよ うなま とめあげは,望 ましくありません。
このよ うな,原 価構成の安定性を保持 したいとひ う要求か らいたしますと,
この200の欄は企業別にわけるよ りも,生産過程(psocess)別に分けた方がよ
い,と い うことに気がつ くでしよ う。多種商品を生産する企業の原価構成 は,
その内容構成(Product-mix)の変化 につれて動 きますので,そ れを製品別の
生産過程に分割し,他 の企業の同じ生産過程 と一緒にした方が,よ り安定な表
が得 られます。
次に問題になるのは,商 業活動の扱い方です。商業の原価構成 は,そ の取扱
商品の種類,買 手の如何,等 によつて異 りますので・商晶別 。買手別に一つづ
つの商業欄を作つたのでは大変なことになつてしまいます。 この困難をさける
ために通産省の連関表が採つた対策は,買 手が商品を工場渡しの生産者価格で
生産者か ら直接買入れ,同 時にそれ と現実の購 入価 格 との差額(商 業マージ
ン)を商業者に払い,商 業者はその商業マージンの申か ら所要経費を支払 う,
と假想する方法です。従つて,商 業の横欄には各部門か ら商業に支払われた商
業マージンを∫縦欄は全商業が各部門に支払つた経費の内訳 と商業部門の附加
価値(賃 銀 ・利潤)と を示すだけで,仕 入額 ・総売上高は全 く記 されてお り'ま
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こうしておけば,商 業の欄を唯一つですませなが ら,取扱商品の構成の変化
による誤差をかな り防止で きるばか りでな く,買手の如何によ り価格が異 ると
い う現象を も反映 させることがで きます。
運輸について も,商 業 と同様に,面 倒な問題 があ りますが,同 様の処理方法
(輸送 された商品の購入者に輸 送費 を負 担させる)に よつて解決 することがで
きます。.
第三は税金の問題です。直接税 は附加価値(賃 銀 ・利潤)の 中から政府に支
払われます。然 し,そ れは企業体を通 じて支払われるだけでな く,個人所得に
なつてか ら後で取 り立てられ る部分 もあ り,こ れを個々の生産過程にわ り振 る
ことは困難ですので,通 産省の表では,附 加価値の全額を各生産過程の最下欄
に記入すると共に,そ れに対応する縦欄の方を,家 計 と政府購入の二欄に分け
てお ります。
間接税の方は生産高に正比例 して支払われるので,各 部門の原価要素 と同様
に扱 うことがで きます。 それを受取る政府は,そ れで物を買 うか,又 は給与を
支払 うことにな りますので,間 接税の縦欄は,家 計又は政府支出の申に含まれ
ていることにな ります。 関税 も一種の間接税ですが,こ れは全額 を家計欄に負
担 させてお りますす。 なわち,間 接税 と附加価値(補 助金を控除)の 横欄の合
計が,家 計 と政府消費の縦欄合計の和に等 しくな ります。
第四は輸出入の扱い方ですが,輸 入は供給増,輸 出は販売増ですから,新 た
に貿易欄を設けて,各 商品の輸出を縦に・輸入を横に記入する,と い うや り方
も考え られます。然 しなが ら,こ の,輸 入品を国内で販売 し,そ の代金で輸出
品 を仕入れる・ とい う活動は,他 の生産過程のよ うに正比例的動 きを強制する
メカニズムを もつていない こと,前 述の商業の場合より以上であるばか りでな
く,こ のよ うなや り方をいたしますと,輸 入額の購入者別内訳 はわかつて もそ
の商品別内訳が全 くわか らず,従 つて,各 種商品についての需給関像を明確に
把 えること炉で きません。
そこで,こ の横に並んだ輸入欄の合計額 を商品別に分類 し直 した上で,国 産
品の当該商品の購入欄に合併記入すると同時に,商 品別輸入総額を,国 内生産
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額 の隣 りに追加 された輸入の縦欄に記入することに改めます。 この各 商品 の
(国内生産+輸 入)額 が,その各産部門及び家計 ・政府 ・輸出の購入合計に一致
すること,勿論であ ります。但 し,在庫量の増減がありますと,こ の二つの値
は喰違つて きますので,政 府の縦欄の隣 りに,特 殊な需要部門 としての 「在庫
純増」欄を追加してお く必要があります。
こ うしておけば,同 一品名の商品 は,輸 入 ・国産を問わず一括 して市場に上
場 され,買 手はこの混合物を無差別的に購入することにな ります(競 争輸入)。
この,輸 入品 と国産品 との供給割合を一定と見ることが現実に合わない と考え
るな らば,計 算の途中でその割合 を適 当 に変 えることもで きるで しよ う。ま
た,国 内品で代替で きない輸入品,国 内で全 く生産 されていない輸入品 は,こ
れを全 く別個の商品 と考えて新 たにそのための横欄 を追加すればよいで しよ う
し,ま た,こ のよ うな非競争輸入品については,何 の市場問題 も存在しないの
ですか ら,こ れを一括 して 「非競争輸入」 とい う単一の横欄ですますことも可
能です。
輸入品の価格は(CIF)を使い,関 税はその額を最終負担者である家計欄の
支出 として計上すること,前 に述べた通 りであ ります。
最後に,投 資(生 産能力を増すための財の購入)の 扱い方をはつ きりさせて
おかなければな りません。連関表の各生産過程の縦欄の中に,各 企業の全購入
額 を載せてしまつたとすると,そ の申にはその年度の生産高に比例する経常支
出だけでな く,将 来の生産高を増すために支出 されその年度 の生産高 とは関係
のない投資支出までが含まれることにな り・生産高 と原価 との間の比例関係が
失われてしまいます。 この欠陥をなくすためには,各 部門の縦欄には経常原価
し
だけを記入 し,投 資的支出は,そ の全企業の合計額 を商品別に分類 して,右 端
の 「資本形成」の縦欄に一括記入してお きます。
そこで次の問題 は,こ の経常支出と資本支出とを どうして区別するか,と い
うことにな ります。同 じ商品 で も,そ の用途によ りどちらに もな り得ますの
で,厳 格に区別することは容易ではあ りません。殊に,取 替支出と真の資本支
出 とは,単 なる取引記録だけからこれを区別することは不可能です。通産省の
表 では,や むをえず,資 本支出的商品(工 作機械,建 築物其他)と 経常支出的
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商品 とを最初から決めておいて,そ の うちの どれを買入れたかによつてその使
途を推定する,と い う便法をとつてお ります。従つてその 「資本形成」の内容
は」取替支出を含んだ総資本形成額であつて,純 資本の動 きを示す ものではな
い ことに注意 しなければな りません。
連関表 を使 う立場からみれば,純 投資であろ うと取 り替え投資であろ うと,
その年度の経常生産には無関係であるとい う点では全 く同 しですか ら,このよ
うな扱い方 も決 して不都合 とはいえません。現実には,純 粋な取 り替え購入は
稀で,そ の大部分が技術の進歩 ・需要の増大に もとつく新型高能率の機械の買
い入れであることを考えれば,総 資本形成の内容を,純 資本形成 と取 り替え支
出 とに区分 とすることの必要性は,そ れほど高い ものではないと思われます。
それ以上に注意すべ きζとは,購 入 された投資財だけでな く社内で自家生産
された投資財の額を も,見落さずに計上 しなければな らない,と い う点です。
生産動態統計は工程別に作 られていますので,或 るてい ど,その額を推定する
資料 として役立つで しよ う。
皿 北海道 の連関表 を ど う作 るか
通産省の全国表か ら得 られるのは,日 本全体の平均値だけですから,北海道
の経済の動 きを知ろ うとするな らば,北 海道だけについての地域連関表が必要
です。 その外に,北 海道以外の日本の連関表(全 国表か ら北海道分を差引いた
もの)と,両 地域間の移出入表 とがあれば,日 本全体の動 きと,そ の中におけ
る北海道の動 きとを,は つ きりとつかむことがで きます。
資料はで きるだけ新 しい ものがほしいのですが,セ ンサスの入手で きる最近
年度が昭和30年で、ありますので,30年度の北海道表を作 ることに決定いたしま
した。 同じ30年度の全国表の方 は,通 産 省 の手 で 本年申に完成 される予定で
すも この全国表 と北海道表 とか ら,北海道以外の日本の表を計算するには,両
地域の生産者価格が異 りますので,物 量について差引計算 するよ うに注意 しな
ければな りません。
まず,北 海道表か ら考えてみましよ う。道内の生産活動の原価構成の求め方
については,前 節で説 明したや り方がそのままあてはま りますが,違 うところ
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は,輸 出入 の外 に移出入 が現 れ る,と い う点 です。従 つて,輸 入の縦欄 の次 に
移入欄 を,ま た,輸 出の縦欄 の隣 りに は移出欄 を追加 しなければな りません 。
じ
移入品 の中に は,道 内で全 く造 られていない もの(非 競争移 入品)が かな りあ
るこ とと思われま すが,本 州 で は生産 されてい るので すか ら,外 国貿易 の場合
の よ うに これを一括 しては困 りま す。 すべての移出入品 は,そ れが道内で生産
されているか ど うかに関係 な く,そ れぞれ独立 の商品 として扱 う必要が あ りま
す。 と致 します と,聞 題 は,商 業 マ ージン と輸送費 とを何所 で 切 つ虎 らよ い
か,と い うこ とに な ります。
商業 マージンの方 は,本 州商業者に支 払われ る分 を本州表 の申に,道 内商 業
者 の受取 る分を北 海道の申に記入 するこ と,輸 送費について も同様 の扱 い方 を
す るこ とが,正 当な処理方 法 といえ糞 しよ う。 こ うしてお けば,本 州商品 の移
入 と同時に,本 州 の受 け取 る商業 マージン と輸送 費 とを併せて移入 し,そ れ ら
を,そ の商品 の道 内購 入者 が,一 括購 入す る,と い うこ とにな ります。然 し,
この移入サ ーヴ ィスを道内のサ ーヴ ィス生産 と合併記入 したので は,道 内の活
動 と区別がつかな くなつて しまいますので,移 出入表 の申に,商 品別移入額 だ
けで な く,そ の 内わけ として,本 州生産者価格 ・本州商業 マージン ・本州輸送
の額 を も併記 してお くべ きで す。
移入品 の単価 は,本 州の生産者価 格に,こ の本州 のサ ーヴ ィス費を加 えた額
で計算 され るこ とに な りま すが,そ れ は必 らずし も道 内の生 産者価格に一致 す
るわけでは あ りません。 この よ うな競争移入品 の単価 としては,移 入 と道産 の
使用割合が一定な らばそれ らの 加 重 平 均 値 を使 うことがで きますが,移 入割
合 が変 りやすい商品 については・ その都度,新 しい平均値を計算 しなお した方
が よい と思 われます。 特に価 格差 の大 きい場合に は,全 然別個 の商品 として扱
つ た方 がよいで しよ う。
移 出について も,同 様 の取 り扱いを しなければな らない こ とは,い うまで も
あ りません。
m資 本係数表 と設備能力表
以上の地域連関表 と移出入表だけからも,種 々の興昧ある計算をすることが
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で きますが,こ のデータを完全に利用 しつ くすためには,資 本係数表 と設備能
力表 の二つの資料が是非 とも必要になつてまい ります。
各生産過程の生産量 と原価 とが比例的に動 くと假定 した場合,予 想された将
来 の家計需要 ・資本形成 ・政府需要をみたすに必要な各部門の生産水準が どの
よ うに動かなければな らないか,を 推定することが,連 関表の基本的な使い方
といつてよいでしよ う。 これ らのいわゆる最終需要の うち,家 計需要の商品別
予想は,国 民所得水準の計画目標か ら与え られてい るならば,そ れにエンゲル
係数を乗ずることにより,簡単にこれを求めることがで きます。 然し,資本形
成 とな ります と,そ う簡単にはまい りません。
済経計画の中で与え られてい る投資計画の内容は,ど のような生産力を もつ
た工場を何時 ・何所に建てるか,と い う点だけです。これをその所要資材別に
分割することは,鉄 道1キ ロを新設するのに鉄材 ・木材 ・砂利 ・輸送 ・労働力
等々が どれだけ必要か(資 本係数),と い うような,細 かい技術的知識がなけ
れば,と うていで きるものではあ りません。
日本では産業計画会議 がそのよ うな調査に手をつけてお りますが,実 際にそ
れを連関表 と組みあわせて使 うとい う作業は,世 界で もまだ例がなく,非常に
困難な作業 と思われます。然 し,今 回の調査においては,主 として現場技術者
へのアンケー トによつて,必 要な資料を極力集めるよ うに努めたいと考えてお
ります。
この所謂 「資本係数」の一覧表が作 られるな らば,与 え られた投資計画 ・開
発計画の実施に ともなつて,ど れだけの所得 ・雇傭がふえるかを計算 すること
がで きます。
但 し,こ の資本係数を有効に使 うには,各 生産過程が現在 どれだけの生産能
力を もつてい るかが,分 つていない と困 ります。何故ならば,新投資が必要に
なるのは,現 在の生産能力以上の需要が発生 するためなのですか ら。勿論,現
実の投資 は,そ のよ うな不足が発生 する以前に,予 想に もとついて行われるこ
ともあ り,ま た,過 剰 設備 があるに も拘 らず引続いて行われることもありま
す。然 し,今直ちにそのよ うな複雑な動 きを とり入れることは困難 と思われま
すので,こ こでは誘発投資は,需 要が生産能力を超えた瞬間に,差 当つての必
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要な額だけが投資される もの,と してお きましよ う。政府投資の場合ですと,
長期的見通 しに立つて行われますので,現 在 の能力 との間には,そ のような固
定的な関係 は必要あ りません。
生産能力表の用途は,こ のよ うな誘発投資の決定の外に,幾 多の面白い使い
道が考え られます。第一には,与 え られた最終需要を,果 して現在の設備能力
だけで賄 うことがで きるか どうか,を 判定する手段 として,生 産能力表を使 う
ことがで きます。連関表だけからは,ど のよ うな巨額な最終需要に対する所要
生産量で も計算することがで きますけれ ども,そ の うちの一商品だけで も生産
能力を超える場合には(ボ トル ・ネック),全 需要が実現不可能に陥るに違 あ
りません。 どうして もそれだけの品物がほしいな らば,不 足 物 資 を輸 入 する
か,又 は,ボ トル ・ネ ック部門に新投資を行わなければならないでしよう。
現実の生産能力なる ものは,決 してそのよ うな単純な ものではな く,同 じ設
備が種 々の商品の生産に使用で きるために,他 部門の過剰設備を転用すること
に よつて,隙 路の発生を容易に回避で きる,と い う反論 も,かな りの真実性を
もつてお ります。然 し,或 るてい ど合併(ア グリゲー ト)された連関表を使 う
場含には,そ のよ うなボ トル ・ネ ックの非流動的取扱い も,合併 されていない
場合に比べて,そ れほ ど甚 しい現実無視 とはならないでしよ う。
生産能力表の今一つの用途は,移 出入量を決 める際の資料 として,で す。た
とえば,米 に対する道内の需要をみたすには,道 産来だけでは勿論不足で,移
入米 ・輸入米に大幅に依存 しなければなりません。如何なる需要量に対 して も
この三つの供給源か らの供給割合(供 給係数)が 変 らないのであれば,米 の移
入量を求めることは,単 純な比例配分問題にずぎないことにな ります。実際に
は,然 しながら,道産米の生産能力を超える供給は不可能です。それ故,与 え
られた道内需要を充足するためには,ま ず第一に道産米がその生産カー杯まで
供給 され,そ れで も足 りない場合に始 めて,そ の不足分が移入 され,更 に不足
ならば輸入に依存する もの と假定する方が,よ り合理的 と考え られます。 この
よ うな,供 給係数の複雑な動 きを予想する手段 として,こ の生産能力表は,有
力な手段を提供するでしよ う。
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皿 連 関表 の使 い方1
(個別企業の経営政策決定の資料)
1原 価 比 較:一
連関表 の本来の役割は,日 本全体の経済循環の様相を数量的に示すことにあ
るのですが,そ れはまた,そ れぞれの生産過程 の平均原価構成を示す表で もあ
ります。 この表 は,そ れ故,個 々の企業が全経済の申における自分の位置を見
極 め,そ の将来の進むべ き道を決めるのに大いに役立つに違 ありません。
先ず第一に,そ れは,北 海道及び本州における一つ一つの生産過程の原価構
成 を与えて くれます。 それを,自 分の経営している企業の中における各種生産
過程 の原価構成 と比較するな らば,'自分の企業が他の企業に比べて高原価であ
るか低原価であるかを知 ることがで きます。 その原価差異を更に個 々の原価要
素 の差異に分解 して比較するな らば,原 価高の原因が どこにあるか,を知 るこ
とがで きるで しよ う。
更にまた,そ の原因が,購 入資材又は労働力の単価の高い ことにあるのか,
又は,単 価は同じで もその歩留 り又は能率の低い点にあるのか,を 知 ることも
で きます。
これ らの費目の うち,特 に北海道においては,輸 送費と商業マージンの負担
について,充 分の注意を払 う必要があります。生産過程 それ 自体の物的な能率
の点では本州に劣 らないとして も,購 入資材 の道内における輸送費が本州に比
べて非常に高 くついているのではないで しようか。殊に農産物においてその傾
向が大 きく現れる ものと考えられます。 この輸送能率の低いことはまた,適 正
在庫量を大な らしめ,商 業マージン率を高か らしめているに違いありません。
この点を根本的に解決するためには,道 路 ・鉄道に対する公共投資を考えて
いかなければな りませんが,個 別企業の立場 からも,新 しい工場 を建てよ うと
する場合に,そ れを北海道内に建てたらよいのか,又 は,本 州に建設して・出
来 た製品 を本道まで運搬 した方がよいか,を 考えてみる必要が あります。
∫
それにはまず,建 設費の比較をしなければな りませんが,本 州 と北海道にお
ける資本係数の比較が,そ れに答えて くれます。それぞれの資本係数は,一 定
'
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の生産能力をもっ工場を新設す る際の・ 各種所要資材の価額 を表 わす ものです
か ら,そ の合計値 は,そ れぞれの地域における所要建設費を示す ことにな りま
す。次には,工 場がで き上つた後における各種の経常的費用の大小 を比較 しな
ければな りませんが,そ れは既に上述の既設生産過程についての原価の比較検
討によつて,ほ ぼ与え られている,と 考えることがで きます。販売面における
運賃 ・商業マージンは,何 れの場合に も同額 と考えて差支 ありませんか ら,原
価面だけで比較すれば充分です。
これだけの資料か ら,何 処に工場 を建てた らよいか,に ついての最終的結論
を下すことは,勿論,非 常に危険なことに違 ありません。本州 といつて も・青森
と鹿児島 とでは大変な違いが あるで しよ う。 それ故,本 州内の特定 の地点につ
いて更に詳細な原価 予想をしなければな りませんけれ ども,連 関表の数値は・
そのための第一次的な推定を与えるには充分で あると考え られます。九州,四
国,中 国,近 畿,東 海,北 陸,関 東,東 北の諸地域について も,地域連関表 の
作成作業が進行申又は計画申の模様であ りますので,も つ と詳 しい,実 用的な
デ ータが得 られ るよ うになるの も,そ う遠い将来のことではないでしよ う。
2・ 市 場 分 析:一
上にのべた原価比較では,連 関表の数値を縦にみてまい りましたが,こ れを
り
横にみてい きます と,名 種商品が各種産業の申へ どのよ うな割合で販売 されて
行 くか,す なわち,そ の販売先別の販売高,を 一 目で知 ることがで きます。業
者が 自己の取 り扱い商品の販売先 とその重要度 とを正確に知 ることが如何に大
切であるか,改 めてい うまで もないで しよ う。殊に,配 給過程に申間段階が多
く,取扱業者の数が彪大で,そ の最終需要者が誰であるかを適確に把むことの
で きないよ うな商品については,連 関表の横欄は,そ のよ うな情報 を提供する
「.とので きる唯一の源泉で あるに違あ りません。
また,こ れ らの需要産業の地 理 的分 布 が 分 つているな らば,連 関表の値か
ら,需要者別の地理的分布が計算で き,そ れを各地域について合計すれば,自
己の生産 ・販売品 の詳 しい地理的分布を求 めることができます。セールスマン
を派遣す る場合,広 告をする場合,等,に 際 しては,そ の経 費 の地 理的配分
を,こ の売上の地理的分布の値に比例 させるならば,こ れ ら販売経費を最 も能
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率的に支出することができるで しよ う。
以上の分析においては,各 商品についての連関表の縦欄又は横欄の数字それ
自体を使つただけで,連 関表の真の役割である,産 業間の相互依存関係の分析
の手段 としては使われませんでした。然 しなが ら,将来の製品売上高 の予想の
ための道具 として連関表を利用 しよ うとするならば,相 互依存関係の分析に頼
らざるをえない ことになります。
来年度の国民所得 ・政府予算 ・貿易 ・公共及民間投資等についての予想値が
与 えられるな らば,そ れ らの金額 を購入商品別に分割す ることがで きます。国
民所得には消費性向 を乗 じて国民消費額 を求め,そ れをエンゲル係数に応 じて
比例配分すれば,各 商品別の家計消費需要を推定で きます。投資計画について
は,そ れに資本係数をかけて,や は りこれを各種投資用商品の需要額に分割す
ることがで きます。 これ ら各種の需要を商品別に合計した上で,そ れぞれの商
品 の需要量を生産するには,そ れぞれの産業が どれだけの生産要素を買入れな
ければならないかは,連 関表の縦欄を調べれば簡単に求ま ります。例えば,連
関表の機械生産高が100億円で,そ れに要する鉄鋼の購入額が20億円であつた
とすれば,200億円の機械需要を満足 させるためには,機 械生産部門は狙億円
の鉄鋼購入 を必要 とするでしよ う。
このよ うにして,一 っ一つの商品需要に対する所要資材が求 められれば,更
に これ らの資材を生産するに必要な資材の額を,同 様の手続 きで求めます。 こ
れを何回で も繰 り返 して,そ の結果を次か ら次へと加えて行 くならば,最 後に
は,こ れ ら家計需要又は投資需要を充たすに必要な各種産業の生産高を予想す
ることがで きます。 このよ うな計算手続 きにより,各企業は,次 年度の売上を
かな り正確に予想 し,そ れにたいする適確な予算 を決めることがで きることに
な ります。
ただし,以 上の手続 きでは,北 海道 と本州 との区別をしてお りまぜんので,
実際に計算する際には,家 計需要 ・投資需要 も地域的に区別し,北 海道の家計
需要がい くらになるか,そ の うちで本州 か ら買 う分はそれぞれい くらである
か,ま た本州における投資需要がい くらで,そ の うち北海道炭等の道生産物に
たいする需要がい くらであるか,を 知ることが必要です。それには,前 節で述
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べた,移 出入表 ・生産能力表 を充分に活用 しなければな りません。
これ らすべての数値は,特 定企業についての 販売実績 又 は販売予想ではな
く・それぞれの商品についての数値でありますので,そ れ と自己 の販売高 と
は,完 全独占企業の場合を除いて,一 致 しないのが普通です。商品全体の販売
高の申に占める自分の売上の割合(市 場 占拠率)及 びその地域的分布に常に注
意 し,そ の割合が低下 しないよ う,また特に低い地区ではその割合を引上げる
よ うに努力しなければな りません。
VI連 関表 の使い方2
(経済 政 策決 定 の資 料 として)
1.北 海道経濟循環過程の現歌分析:一
連関表は,道 の経済の全体的循環過程についての詳細な現状記述であり,数
百頁の定性的論文に も優 る豊富な内容を もつ ものであります。
本道の産業構造が如何に農業 ・鉱業等の第一次産業に偏つているか,そ の最
終需要の何%が 本道の経済に何の寄与を もせずに本州に流れ て い つて しま う
か,こ れ ら第一次産業の需要の何%が 本州において発生するか,等 々の点につ
いて,連 関表の中か ら,多 くの定量的記述を読 みとることがで きるでしよ う。
然 しなが ら,連 関表が最 もよく活躍する舞台は,単 なる現状記述を離れて,
それに種 々の政策的加工を加えたな らば どのよ うな変化が生ずるか,或 る経済
的目標を達成するにはどのよ うな政 策 を とつ た らよろしいか,等 々について
の,予 想的又は規範的判断を行お うとする場合です。
2.將 來の豫想 と投資計爾 こ一
北海道の開発計画の目標は,恐 らく,五 年或いは十年後の所得水準 と人口と
にあるものと思われます。 この二つが目標 値 として 予 め与えられているな ら
ば,連 関表を使って,こ の目標を建成するに必要な投資の種類 と大 きさを計算
す ることがで きます。
所得水準 と人 口とが与え られれば・消費性向 とエンゲル係数 とを使つτ・そ
の商品別家計消費内容を推定で きます。最 終 需要 の うちの政府需要について
は・所得に対する予想税率か ら推算可能であり,ま た,所得か ら家計消費 と税
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とを差引いた残 りに対 して,何 等かの投資内容(各 産業の平均生長率に資本係
数を乗 じたもの)を 予想することがで きるで しよ う。
そのよ うな最終需要の合計額を供給するに必要な道内産業及び本州産業の原 .
材料に対する二次的需要,三 次的需要を順次に求 めて累計することによ り,北
海道及び本州の各産業にたいする需要量を計算することがで きます。
本州にっいて も同様の手続 きによつて,本 州の将来における最終需要を予想
し,そ れか ら派生 される北海道及び本州における産業別需要を求め,こ れと前
記の分 とを併せることによ り,目 標 を達 成 した場合の最終年度における地域
別 ・商品別の生産高を予想することが可能であります。
この合併最終需要に対する両地区の各商品生産高を求め,こ れを現在の設備
能力 と比較することにより,各 部門の生産能力の不足額 を算定することがで き
ます。目標所得額に達するためには,こ れ らの不足分を投資によつて賄 わなけ
ればな りません。
この設備増設のための投資の所要量がこのよ うに して求められたとして も,
次には,そ れに必要な資金 と投資財 とを如何に して調達するか,が 問題 とな り
ます。輸入するな らば,し か も,贈与又は長期借款による輸入であるならば問
題 はあ りませんが,そ の全部又は一部を国内で調達する場合には,投 資量を更
に増 さなければな らないのであ りま しよ う。一体 どれだけ追加投資 しなければ
な らぬかを計算することも勿論可能であります。
これ らの計算過程において,生 産技術の変化,地 域供給係数の変化,等 の種
々の複雑な動 きをその申に取入れて計算することも,場 合によつては必要であ
りま しよう。殊に,道 路 ・鉄道への投資は,単 に輸送能力を増加 させるだけで
な く,そ れを利用する部門の原価 構成 を大幅に変動 させることにな りますの
で,そ のような敷果を計算に入れることが望ましい こと,勿 論であります。
以上の分析では・ 目標を一定の所得額においたのですが,現 在開発庁が考 え
ている投資計画の影響 と実現可能性の分析を行 うことも可能です。
まず,与 えられた投資計画が,北 海道及び本州の所得 ・雇傭量を どれだけ増
加 させることがで きるか,を 計算 してみましよ う。その際,投 資計画の規模が
比較的小 さく,設 備能力の限界に よつて阻止 される心配がないな らば,全 経済
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活動の木 きさについて計算する必要はな くっ それ ら諸量の増加分だけについて
考えればよいので,計 算は簡単になります。
則ち,投 資計面の一つ一つにそれぞれの資本係数をかけて商品別に合計 した
もの,だ けを最終需要に とり,他の政府需要,其 他は一応一定 と考えて計算 か
ら除いてお きます この計画投資を実現 させるに必要な各生産過程の生産量を求
めることは,前 と全 く同じ計算手続にな ります。各段階において,そ の需要量
を供給係数によつて地域別に配分することは・い うまで もあ りません。その際
に必要があれば,供 給係数を変えることも,勿論,可 能であります。
唯,前 回の計算 と異る今一つの点は,家 計を も一つの生産過程 として取 り扱
わなければならない,と い う点です。前阿の場合では,家 計支出は与えられた
ものと考え られてお りましたが,今 度は,投 資 だ けが最 終 需要 として与えら
れ,家 計の収入 ・支出は,そ の最終需要から生れる二次 ・三次の需要の大 さに
よつて変動することにな りますので,そ の変動の値を計算 しよ うとするには,
家計を も生産過程の中に入れることが,ど うして も必要 とな ります。つま り,
家計 とい う生産過程 は,消 費財を他の産業から買入れることによつて,そ れに
比例 した労働力を作 り出し,そ れを各産業に販売することによつて収入のバ ラ
ンスを とつているのだ,と 見るのです。
しかし,わ れわれはあ くまで も,全量についてではなしに,増 加分について
のみ計算 しているのですから,家 計の売買取引について も,その増加分だけを
取出して考えることを忘れてはな りません。 それ故,各 生産過程によつて購入
される労働の価格は,平 均的ではなしに,限 界的な値を使い,ま た,そ の消費
財の購入割合について も,限 界的エンゲル係数 と限界的消費性向 とによつて計
算 されなければな りません。生計費支出の各種項 目の割合が所得水準の高低に
よつて大幅に変動すること,従 つて,所 得の一萬円の増加分の中か ら購入 され
る米の量は極めて僅少で,そ の反面,娯 楽支出 ・貯蓄への支出が大幅に増加す
ること,は 疑のない ところであ ります
家計を もこのよ うに して生産過程の一つとして扱 うな らば,与 え られた投資
計画の実施につれて,各 地域の各種産業の生産が増 し,それ と共に所得が増加
し,そ の所得が家計支出を通 じて更に消費財産業の生産を増加 させる,と い う
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全循環関係の全敷果を計算す ることがで きます。 か くして得 られた各生産過程
の生産高に雇傭係数をかけるか,又 はその附加価値増加分を平均賃銀額でわる
か・するならば,こ の投資計画から得 られる雇傭敷果を推定することがで きる
でしよ う。
これ らの投資行為によつて もた らされる各産業の生産増加額 と,それに とも
な う所得増加及 び雇傭増加の値については,同 時にその地域別配分額 もまた計
算 されることになり,従 って,本 州 と北海道 とに どれだけの所得及び雇傭の増
「
加を もたらすかを知 ることがで きます。
投資の本来の目的は,永 続的な生産能力の増加にあるのであつて,投 資過程
に ともな う一時的な所得 ・雇傭敷果は,い わば副次的な ものであるか もしれま
せんが,副 次的敷果であつて も)その敷果ので きるだけ大 きい ことを望むのは
当然 といえるで しよう。 ことに,副 次的雇傭敷果の方をその第一次的目的 とす
る失業救済事業にあつては,こ の点 の敷 果 の計 算を省略することはできませ
ん。
そのよ うな計算の結果,本 道において行われる一億円の投資 は,恐 らく本州
'
内における所得を も二億円近 く増加 させることになる ものと予想 され,本 州の,
所得か ら汲み上けられた税金を北海道の開発に投下することは,本 州の経済に
とつて も決 して不利ではない ことが実証 されるであろ うと思われます。
㎎ 連 関表 の使い方3
(線 型 計 画 法 の,利 用)
連関表の一つの特徴は,同 じ商品を生産する生産過程 は必 らず唯一つの縦欄
に集約 されてお り,従つて,縦 と横の数の等しい正方形の数表の形を とつてい
る,と い う点です。現在実際に存在 し稼動 されている生 産活 動 の記述 として
は,そ れで充分でしよ う。然 しなが ら,将来の動 きを予想するとい う目的か ら
すれば,新 しく追加 される生産設備が,従 来の ものと同じ原価構造を もつとい
う保証は何 もないわけです。
企業者又は政府当局の頭の申には,同 じ物を生産するに して も,種 々の生産
方法が考え られているに違いありません。 それ らの種 々の技術的可能性の うち
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の どれを実行計画 として選び出すかは,単 に現在の価格による原価比較だけで
決められる ものではな く,他 の諸商品における新 しい技術的可能性 との間の椙
互関連の全体的構造の立場から,ま た,決 定者の懐いている政策目的が何であ
るか(利 潤か,人 口か,所 得 か)に よつて,そ れぞれ異つた判定が下 されるべ
きでしよ う。現在の連関表は,過 去におけるこのよ うな投資決意の結果の累積
にすぎず,そ の背後には,日 の目を見ずに廃棄 されてしまつた無数の技術的可
能性が存在 した筈であり,こ れ らの心的過程を取 り入れることなしには,現 在
の連関表の構造を正 しく説明することはできません。同 じ工場を,ど の場所に
建てるべ きかについての,立 地的判断について もまた同様です。同 じ商品を,
輸入によつて賄 うべ きか,国 内生産によるべきか,の 決定について も,同様の
ことが言えるでしよ う。
これ らの技術的 ・立地的 ・貿易的可能性の総べてを考慮に入れるな らば,可
能性 としての連関表は,正 方形ではな く横に長い矩形 とならぎるを得ないでし
よ う。 これ らの多 くの可能性の申か ら,特定商品の生産過程 として どれを選ん
だ らよいか,は,そ の決定者の目的が決ま らなければ,決 定できません。その
目的の達成度(目 的函数)は,通 常,こ れ らの生産量に比例 し,且 つ,各 財の
生産について単純に加えあわせることができるものと考えます。 た とえば,そ
れが雇傭量の増加にあるとすれば,各 種商品の種々の技術 ・地域における生産
は,.それぞれ一定割合(雇 傭係数)の 雇傭を生みだすであろ うか ら,雇傭増加
の全量 は,こ れ ら生産量にそれぞれの雇傭係数を乗 じて加えあわせ た値(線 型
結合),と して表 わされることにな ります。政策決定者 としては,与 えられた
最終需要を提供することのできる種 々のや り方の うちで,こ の目的函数を最大
にするよ うな組み合わせを選び出せ ばよいわけです。 そのよ うな計算 は線型計
画法(linearPrOgrammin9)と呼ばれて,そ れを計算する特殊な計算手続 きが
考察 されてお り,200種類の商品についての1,000以上の生産方法の申か ら最
良の ものを選出することのできる大型計算機(IBM705)がすでに作 られてお
ります。 現在 日本にある最大能力の計算機IBM650で は,30商品まで しか計
算できません。筆者の製作申の機械では,50変数までの問題を極 めて短時間に
計算できることになってお ります。
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以下 において,こ の線型計画法 の若干 の応 用例 を挙 げてみま しよ う。
1.投 資 の所得効果 を最 大にする計垂:一 一
本道 にお ける一定期間内の投資計画が与え られてお り,そ れに資本係数を乗
ず るこ とによつて,そ の商品別所要額 が算 出 されている もの とします。
本道 の特定地点に これ らの投 資財 を集 める方 法 としては,こ れを道 内か ら調
達す るの と,本 州内の最 も便利 な地点 か ら移入す るの と,二 通 りの方法が考え
られます。 各資財 ご とに,そ の うちの どの方法 を採 つた らよい かを決 めるため
に は,特 に,こ れ らの投 資財 を,本 州か ら需要地 まで,又 は,北 海道 の供給地
点 か ら需要地 まで輸送す る仕事 を,そ れぞれ別個の生産過程 と見 な して,そ の
原 価構成 を推定 してお くこ とが,必 要 です。
普通 の連関表 では・各商品 を生産す るのに唯一 つ⑱生産過程 しか許 されない
もの と考 えてお ります けれ ども,今 の場合は,特 定 の商品 にっいては,二 通 り
の生産方法 が許 されますので,単 に最 終需要 を与 えただ けでは,各 部 門の生産
量 は決 ま りません。 それを一義的に決定す るには,経 済活動に伴 う雇傭量をす
べ ての生産過程 の大 さ(.t1,'"…,Xn)の函 数(alXl+… …+anXn)と 考
え・この 目的函数 の値 を最大に するよ うな(Xl,……,Xn)の 値 を,線 型計画
法 に従 つて・求 め な けれ ば な りま せ ん 。(苅 ヂ'●'●',κπ)の 最適 値が決 まれ
ば,そ れはそのまま,上 記 の 問 題 に 対 す る明確 な解答を与 えているわけで あ
り,そ れを 目的函数 に代入 しさえす れば,そ の 雇 傭 敷 果 を知 るこ とがで きま
す。所得敷果につい て も,手 続 きは全 く同 じです。
このよ うに,問 題 を限界的 に,増 加分 だけについ て考 えるな らば,そ の基底
に ある各生産過程 の値が どのよ うに変化 して も,上 記 の 答 え は変 りませんの
で,比 較 的正確 な解答を与える ことがで きます。
ただ し,輸 送部 門 ・鉄鋼部 門其他 に隙路が あつて,そ の投 資計画 がそれに ひ
つ かかる催れのある ときは,純 粋 に限界増加分 だ けで考 えるわけに はいかな く
な ります。 その場合に は,何 等 かの方法で当該部門の生産水準 を予想 し,そ れ
と今回 の投 資計画に よる追加所要生産額 との和 が,全 供給能力を超 えるこ とが
で きない とい う,も う一 つの条件式 を追加 した上 で,問 題 を解 かなければな り
ませ ん。 そのよ うな条件式 を,他 の隙路部 門について も,同 時 に追加 して解 く
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ことも可能です。其の他,貿 易バ ランスを悪化 させ ない とい う条件を入れて解
くこともで きるでしよ う。
2・輸逡力利用 を最小にする計書:一
もし,与 えられた投資計画を実施しよ うとする際に,特 定の部門の生産能力
が低いために,そ の実行が困難であることを知つたとしますと,そ れを避 ける
手段 としては,こ のボ トル ・ネ ック部 門に設 備投 資をす るのが本筋でしよ う
が,そ れには少 くとも一年以上の時日を要す るでしようから,急 ぐ場合には,
現有設備でなん とか間に合わす方法を考えな くてはな りません。
数学的形式 としては,前 記の最大所得問題の目的函数を,輸 送力の使用を表
わす一変数(例 えば 為)と し,そ れを最小な らしめるように線 型 計画問題を
解けばよいのであつて,何 等の新 しい困難をともな うものではありません。
問題をで きるだけ現実に近づけるためには,単 に一般的な輸送活動を考える
よ りも,特 定の隆路輸送設備,例 えば青函連絡船の輸送力 を一変数 とすべ きで
しよ う。
3・ 輪入を最小にする計爵:一
各生産過程に ともな う必要輸入量が分つているな らば,投 資計画の実施に必
要な輸入量 もまた,こ れ ら生産高の線型結合 として表 わされますので,こ れを
目的函数 として線型計画問題 を解 くことができます。
北海道における本州か らの移入を最小にすることを目的 とすることも勿論で
きますけれ ども,そ のよ うな極端な地域的アウタルキー政策は,日 本全体 とし
ては却つて有害であるか もしれません。
4.産 業構造の墾更:一 ・
以上の計算においては,投 資本来の生産力増加敷果ではなしに,そ の建設過
程か ら派生する一時的所得 ・雇傭増加にのみ注目してまい りま した。 以下にお
いては,そ の本来の敷果について考えてみたい と存 じます。
経済の発展 ・生長は,生 物の場合 と同じく,単なる比例拡大現象ではありま
せん。 それは,量 的拡大であると同時に,内 部構造の変化をともな うものであ
ります。その構造変化の第一の要因は,生 活水準の向上による消費性向の変化
で あ り,第 二の要因は,生 産技術の進歩で あります。其他,家 計消費以外の最
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終需要の内容,す なわち,政 府支出が軍事的で あるか否 か,そ の国民所得に対
す る割合が どうで あるか,に よつて もまた大 きく変え られ るで しよ う。 この第
三の点は一応除 き,第 一 と第二の点だ けについ て考 えてみたい と思います。
その うち,第 一 の消費性 向の方 は,こ れ を人為的に変 えるこ とはむつか しい
と思われますので,第 一の方 を所 与と考えて,第 二の技術 の選択について考 え
てみま しよ う。 禾だ現 実に使 われていない技術 について云 々す るこ とは困難 の
よ うに思 われ るか もしれませんが,多 くの場 合,新 技術 なる もの も,実 は五年
乃至十年位前か ら技術者の頭 の中で は一つの可能 として存在 してい た もので あ
るこ とが 多いのです。従 つて,十 年後 にお ける産 業 構 造 を 考 えよ うとす る場
合,そ こに登場 するで あろ うと予想 される種 々の生産方 法 を列挙す るこ とは,
それほ ど困難 な ことではないで しよ う。 例 えば,原 子力発電が如何 なる資本係
数 を持 ち,如 何 なる原価構造 を もつよ うに なるで あろ うか,に つい ては,既 に
多 くのデ ータが発表 され てお ります。
既存す る商 品に ついての新 しい生産方法 を予想 す ることは,そ れほ ど困難で
はない として も,全 く新 しい,今 まで に作 られ たことのない商品 を創 り出す可
能 性 を考 えるとい うことにな る と,そ れが従来 の商品 とどのよ うに競争 し,補
完 し合 うか を予想 しなければな らず,そ う簡単に は資料 を得 る ことがで きない
か もしれませ ん。 そのよ うな場合 には,や れ るだけの ことをやつて,我 慢 す る
の もやむを得 ないで しよ う。
このよ うに して,多 くの未実現 の生 産過程 につい ての原価構成が 与え られた.
といた しま す と,問 題 は,そ れ らの技術 の申 か ら,ど れを選んだ らよいか,と
い うことに な ります。 これは前に もくりかえ し申 しま したよ うに,そ れぞれの
技術 の一 つ一 つについて,現 在 の価 格 体 系 で損 益計算 を しただけで はだめで
す。技 術の優劣 は,常 に他 の技術 との間の全体的相互依存 関係 の上に たつての
み,正 し く判定 で きる もので ある ことを忘れてはな りません。線 型計画法 は,
ま さに,そ の よ うな全体的連 関を考えに入 れなが ら,問 題 を解 こ うと意 図す る
ものに外 な りません。
ところで,そ の際の 目的函数 としては,何 を選ん だ らよいで しよ うか。建設
費最少,或 い は,資 本最少,と い うことが,先 ず頭 に浮 びま す。厳密に考 えま
北海道産業関連表の作り方と使い方(古 瀬)-21一
すと,価 格は産業構造の変化に伴つて変動するで しよ うか ら,一体 どの時点の
価格で計算 したらよいのか,が 問題になりそ うです。然 し,一応,現 在の価格
で近似的に考えることも,無意味ではない と思われますので,現 在の価格で計
算 された所要資金量を最小にすることを目的 としで 問題を解 くことがで きま
す。
また,現 在失業者の数が非常に多 く,又 は,将 来の求職者の数が急速にふえ
る催れのある場合には,新 しい産業構成の下における雇傭量が最大になるよ う
に したい,と い う要求が強 くなることと思われます。各生産過程は,現 在の も
ので あると未実現の ものであるとを問わず,そ の規模に比例 した雇傭量を必要
とするで しよ うか ら,総 雇傭量を目的函数 として問題 を解 くこともまた,可 能
であ ります。
5.最 適議展経路(投 資の時間的配分):一
以上のすべての分析においては,計 画開始の時点における産業構成 と,最 終時 』
点におけるそれ とだけか考え られ,そ の途申の状態が どうなるのか,そ の計画
期間中の どの時点において投資が実行 されるのか,等 々の,時 間(timin9)に
っいての問題は,全 く無視 されてまい りました。これは,問 題を簡単にするた
めのやむを得ない措置であつたのですが,以 下においては,時 間を完全に含 め
て,問 題を もう一度考えなおしてみたい と思います。そのためには,若干の数
学符号を使 わなければな りません。
まず,全 経済(家 計 ・政府 ・貿易を含み,投 資を除 く)の原価構成を,各 商
品の1円 当 りの値に修正 した数値表(投 入産出係数表)をAと し,そ の各生産
過程の生産高をx(の,と すれば,Ax(t)は,t時点における各商品の 内生的
需要を示 します。A"の中には,可能性 としての生産過程を も含 めて も差支あり
ません。 、
次に,各 商品の1円 当 りの生産能力を増すに必要な投資の商品別構成(資 本
係数表)を β とし,投資の大 さを ツ(のとすれば》β夕(のは'時 点 に お け
る各商品についての投資需要を示 します。 この場合に も,同 じ商品について多
数の投資方式が考え られて もよく,従 つてBは 横長 い短 型 の数 表 に な りま
す。
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その外に,こ れ らの生産活動 ・投資活動 とは無関係な固定的 需 要 δ があ り
ます。 家計支出の うちの最低生活費に相当する部分,生 産費の うちの固定費,
な どがその大部分を占めるでしよ う。従つて,こ れ ら需要の合計,(∠働+み ア
+の を供給するだけの生産が必要ですが,生 産量は κ ですか ら:
Ax(t)十By(の十b≦x(t)(1)
が成 り立たなければな りません。
更に厳密に考えるならば,供 給はその瞬間における生産だけでなく,過去の
生産物の繰越 し在庫か らも行われるのですか ら:
∫:{Ax+Bッ+b}dT≦x・+∫:xdr(・)t
と改 めた方がよいか もしれません。然 し,こ こでは,問 題 をで きるだけ簡単に
扱 うために,一 応(1)で考 える ことにい たしま す。
また・各附 こおける生憩 は・その瞬間における生産能加+∫:Y(・)d・i
を超えることはできませんから:
x(t)≦Pt・+∫:ア(・)dT(2)・
とい う条件を加えなければな りません。これ らの生産及び投資は,負 の値をと
ることは不可能ですか ら:
x≧0,.y≧0
で な くて は な らな い こ と,い うま で もあ りま せ ん 。
こ の(1),(2),(3)の条 件 の 下 で,或 る 目 函 数
∬ 脚)+d'y(t)}dt
(3)
(4)0
を最 大 に す るx,.yの 値 を求 め る 問 題 は,Bellmamのい わ ゆ るdynamie
prOgrammingの連続変化 の場合に該当い たします。(4)式 のcとdの 値 を
適 当に選 ぶ ことに よ り・最 大国民所得 ・最大雇傭量 ・量 小資本 ・最 大生産力,
最速成長率,等 々,い ろいろな目的に合つ た解 を求 める ことがで きます。
ところで,一 体 どうして,こ の不 等式 を含んだ積分方程式 を解い た らよいで
しよ うか。 一般 的 な形式 的解法 を求 めることは困難 で すが,こ れか ら次 の よ う
な ラグ ランジ ュ形式:
北海道産業関連表の作 り方 と使い方(古 瀬)-23"一 一.
∫1〔c・x+d・y+Pi{x-Ax-Bア・-b}+qt{y・+∫1ッd・-x}〕dt
(5)
を作 るな らば,そ れは(露,ア,ρ,の 空 間 に お ける一種 のポ テンシ ャル を形
造 ることに な りますので,そ の任意 の初期値(XO,yO,PO,qO)か ら出発 し
て,真 の解に収束 す るよ うな繰 返 し計算 の過程 を考 え ることがで きる もの と思
われます。 従 つて,適 当 な計算 機 の助 けを借 りるな らば,計 算 は不可能 で はあ
りません。
その解 κ(の,ズの は時間の函数 として求 め られますか ら,計 画期 間申 の ど
の時点において,ど の設備に どれだけの大 さの投 資を行 つた らよい かを,は つ
き りと決 め ることがで きます。
(昭和32年6月1日)
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